
ブロックチェーンの特性に係る対応関係 

 
下図の通り、ブロックチェーンの技術的な特性(B)、それによって実現される機能や性能(C)、具体的な事例(D)の全体像を体系的に整理した。 
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（A）ブロックチェーン技術を構成する要素技術をもとにブロックチェーンの「特徴的な
仕組み」を整理

（B）（A）の特徴的な仕組みやそれらの組合せによって発現される技術的な特性
を「技術特性」として整理

（C）（B）のブロックチェーンの技術特性によって情報システムとして実現可能とな
る機能や性能等を「実現される機能・⾮機能」として整理

（D）実際にブロックチェーンの活⽤が期待される領域や業務を整理
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